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当事業所はご契約者に対して指定介護予防訪問入浴サービスを提供します。事業所

の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明

します。  

＊  当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援１～２」と認定された

方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能

です。  

１．  事業者  
（１）法 人 名 社会福祉法人 中標津町社会福祉協議会  

（２）法人所在地 北海道標津郡中標津町西１０条南９丁目１番地４  

（３）電 話 番 号 ０１５３－７９－１２３１  

（４）代表者氏名 会長 渡部 徳樹  

（５）設 立 年 月 昭和４２年６月３日  

 

２．  事業所の概要  
（１）事 業 所 の 種 類  指定介護予防訪問入浴介護事業所  

（２）事 業 の 目 的 指定介護予防訪問入浴介護は、介護保険法令に従い、ご

契約者（利用者）が居宅において、要支援状態の維持若しくは改善を図り、

又は要介護状態となることを予防し、自立した日常生活を営むことができ

るよう、居宅における入浴の支援を行うことによって、利用者の身体の清

潔の保持、心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又

は回復を目指すことを目的として、入浴サービスを提供します。  

（３）事 業 所 の 名 称  中標津町社協ケアサービスセンター  

（４）介護保険法による指定事業所番号  ０１７４２０００３０  

（５）事業所の所在地 北海道標津郡中標津町西１０条南９丁目１番地４  

（６）電 話 番 号 ０１５３－７９－１２３１  

（７）管 理 者 氏 名 千野 智彦  

（８）開 設 年 月 平成１８年４月１日  

（９）事業所が行っている他の訪問入浴サービス  

・  介護保険法による訪問入浴介護事業 （平成 12 年 4 月 1 日指定）  

・  中標津町障害者地域生活支援事業における訪問入浴サービス  

（１０）  通常の事業の実施地域 中標津町全域  

（１１）  営業日及び営業時間  

 

 

 

 
 
 
 

営業日  月曜日～金曜日 （土曜日・日曜日・祝日・      

１２月３１日から１月５日までは休み）      

受付時間  月～金 午前８時３０分～午後５時１５分  

サービス提供時間帯  月～金 午前８時３０分～午後５時１５分

（土曜日・日曜日・１２月３１日から１月５

日まで休み）  
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３．職員体制  

当事業所では、ご契約者に対して指定介護予防訪問入浴サービスを提供する職員と

して、以下の職種の職員を配置しています。  

〈主な職員の配置状況〉＊職員の配置については、指定基準を遵守しています  

職    種  
常勤

兼務  

非常勤

専従  

非常勤

兼務  
職 務 内 容  

１ 管理者  １    事業の運営管理及び総括  

２ 看護職員   
2 名  

以上  
 

サービスの提供  

３ 介護職員  
1 名

以上  

2 名  

以上  

１名

以上  

４ 事務職員  １    必要な事務  

 

４．当事業所が提供するサービスと利用料金  
当事業所では、ご契約者のご家庭に訪問し、サービスを提供します。  

当事業所が提供するサービスについて、  

（１）利用料金が介護保険から給付される場合  

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合  

があります。  

（１）  介護保険の給付の対象となるサービス  

〈サービスの概要〉  

入浴介助：浴槽等、入浴に必要な設備及び備品を備えた移動入浴車で訪問し、

入浴を行います。サービス利用当日、体調不良等の理由により、入

浴が困難な場合は清拭、部分浴などを行います。  

〈利用料金〉  

入浴サービスについての利用料金は次のとおりです。            

一回あたり  

看護職員 1 人・介護職員

１人以上で訪問した場合

（通常の場合）  

介護職員のみ

で訪問した場

合  

清拭・部分

浴を行った

場合  

介護サービス利用費

(10 割 ) 
8,520 円  8,090 円  7,670 円  

☆利用料金は介護保険法の改正により変更される場合があります。  

・自己負担額について  

 上記の介護サービス利用費のうち、自己負担額は以下の割合となります。  

介護保険負担割合証の記載  介護保険給付  自己負担  

1 割  9 割  1 割  

2 割  8 割  2 割  

・ご契約者（利用者）がまだ要支援認定を受けていない場合には、サービス利用料金
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の全額をいったんお支払いいただきます。要支援認定を受けた後、自己負担額を除

く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。また、介護予防サービス計画

が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、ご契約者が

保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を

交付します。  

イ .介護予防訪問入浴介護費                     852 単位  

1 利用者に対して、指定介護予防訪問入浴介護事業所 (指定介護予防サービス基準第

47 条第 1 項に規定する指定介護予防訪問入浴介護事業所をいう。以下同じ。 )の看

護職員 (看護師又は准看護師をいう。以下同じ。 )1 人及び介護職員 1 人が、指定介

護予防訪問入浴介護 (指定介護予防サービス基準第 46 条に規定する指定介護予防訪

問入浴介護をいう。以下同じ。 )を行った場合に算定する。  

2 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれが

ないと認められる場合に、その主治の医師の意見を確認した上で、指定介護予防訪

問入浴介護事業所の介護職員 2 人が指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所

定単位数の 100 分の 95 に相当する単位数を算定する。  

3 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であって、当該利用者

の希望により清しき又は部分浴 (洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう。 )を実施したと

きは、所定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数を算定する。  

4 指定介護予防訪問入浴介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣

接する敷地内の建物若しくは指定介護予防訪問入浴介護事業所と同一建物に居

住する利用者又は当該指定介護予防訪問入浴介護事業所における１月当たりの

利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物の利用者に対し、指定介護予防訪

問入浴介護を行った場合は、所定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数を算定

する。  

5 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問入浴介護事業所の介

護予防訪問入浴介護従業者 (指定介護予防サービス基準第 47 条第 1 項に規定する介

護予防訪問入浴介護従業者をいう。以下同じ。)が指定介護予防訪問入浴介護を行っ

た場合は、特別地域介護予防訪問入浴介護加算として、1 回につき所定単位数の 100

分の 15 に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

6 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合する指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従業者が

指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、1 回につき所定単位数の 100 分の 10

に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

7 指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従業者が、別に厚生労

働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域 (指定介

護予防サービス基準第 53 条第 5 号に規定する通常の実施地域をいう。 )を超えて、

指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、1 回につき所定単位数の 100 分の 5 に

相当する単位数を所定単位数に加算する。  

8 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護若しくは介護予

防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防
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認知症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問入浴介護費は、算定し

ない。  

ロ . 初回加算                             200単位 

指定介護予防訪問入浴介護事業所において、新規利用者の居宅を訪問し、指定介護

予防訪問入浴介護の利用に関する調整を行った上で、利用者に対して、初回の指定介

護予防訪問入浴介護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する 

ハ.認知症専門ケア加算 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出

た指定介護予防訪問入浴介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対して

専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に

掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 

⑵ 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 

ニ .サービス提供体制強化加算                      

  厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指

定介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行

った場合は、1 回につき所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）              44 単位  

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）              36 単位  

（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）              12 単位  

 

☆介護職員処遇改善加算  

厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施してい

るものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者

に対し指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）介護職員処遇改善加算 (Ⅰ ) イ及びニにより算定した単位数の 1000 分の 58

に相当する単位数  

（2）介護職員処遇改善加算 (Ⅱ ) イ及びニにより算定した単位数の 1000 分の 42

に相当する単位数  

（3）介護職員処遇改善加算 (Ⅲ ) イ及びニにより算定した単位数の 1000 分の 23

に相当する単位数  

 

（２）  介護保険の給付対象とならないサービス  

①介護保険給付の支給限度額を超える訪問入浴サービス  

介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用

料金の全額がご契約者の負担となります。  



 

 5

（３）  交通費  

通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用さ

れる場合は、サービスの提供に際し、要した交通費の実費をいただきます。  

 

（４）  利用料金のお支払い方法  

前記（１）、（２）、（３）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算しご請求します。金

融機関口座からの自動引き落としの方は翌月の 20 日に引き落としさせていただき

ます。現金支払いの方は翌月の最終訪問日までにお支払い下さい。  

お支払い方法（○で囲む）  

ア．金融機関口座からの自動引き落とし（金融機関名           ）  

イ．現金支払  

（５）  利用の中止、変更、追加と取消料  

○利用予定日の前に、介護予防訪問入浴サービスの利用を中止又は変更、もしくは新

たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサービスの実施日の

前日までにケアマネージャー等に申し出るとともに事業者に連絡してください。た

だしサービスの変更・追加についてはサービス従事者及び移動入浴車の稼動状況に

より希望する日時に提供できないことがあります。この場合、他の利用可能日時を

提示して協議させていただきます。  

○都合により利用を中止する場合は必ず前日までに連絡して下さい。また原則として

ご家族のどなたかに立ち会っていただきますので訪問予定日に居宅を留守にする場

合は、必ず前日までに連絡して下さい。ご家族が留守だった場合や訪問してから中

止を申し出た場合は取消料として当日の利用料金の１０％（自己負担相当額）をお

支払いいただきます。但し利用者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限り

ではありません。  

 

５． サービスの利用に関する留意事項  
（１）  利用者の診断書の提出について  

介護予防訪問入浴サービスの提供を受けようとする場合、契約締結後に診断書

を提出していただきます。診断書は主治医に記載してもらい、料金は医療機関に

直接支払って下さい。長期入院などにより病状に変化があった場合には再度提出

してもらうことがあります。  

事業者は診断書に記載された内容に沿ってサービスを提供するものとします。  

 

（２） サービス実施時の留意事項  

①  定められた業務以外の禁止  

契約者は「４．当事業所が提供するサービス」で定められたサービス以外

の業務を事業者に依頼することはできません。  

②  訪問入浴サービスの実施に関する指示・命令  

訪問入浴サービスの実施に関する指示・命令は看護職員、介護職員に従っ

ていただきます。但し、事業者は訪問入浴サービスの実施にあたって契約
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者の事情・意向等に十分に配慮するものとします。  

③  備品等の使用  

訪問入浴サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）

は無償で使用させていただきます。またサービス従事者が事業所に連絡する

場合の電話等も使用させていただくことがあります。  

④  入浴前の体調チェック  

利用者が体調不良のときは主治医の診察を事前に受けて下さい。その他

利用者の身体状況について変化のある場合は事前に事業所に連絡して下さ

い。入浴サービス提供前にサービス従事者は利用者の血圧測定及び栄養、

水分の摂取状況等について問診を行い、ご家族と話し合い入浴可否につい

ての決定をします。    

（３） サービス内容の変更  

サービス利用当日に、利用者の体調等の理由で予定されていたサービスの実施

ができない場合には、サービス内容の変更（清拭等）を行います。その場合、事

業者は、変更したサービスの内容と時間に応じたサービス利用料金を請求します。 

 

（４） サービス従事者の禁止行為  

サービス従事者は、利用者に介護予防訪問入浴サービスの提供にあたって、次

に該当する行為は行いません。  

①契約者もしくはその家族等からの金銭又は高価な物品の授受  

②飲酒及び喫煙  

③契約者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動  

④その他契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為  

 

６． 緊急時等における対応方法  
  サービス従事者は介護予防訪問入浴実施中に利用者の病状に急変、その他緊急事

態が生じたとき、又は事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、主治医に連

絡を行うとともに、必要な措置を講じます。主治医への連絡が困難な場合には、協

力医療機関に連絡して迅速かつ適切な処置を行います。  

但し、その場合にかかる費用については、利用者が医療保険を利用して支払って

いただきます。  

☆ 当事業所の協力医療機関  

町立中標津病院 中標津町西 10 条南 9 丁目 0153-72-8200 

 

７．利用者及び利用者家族の個人情報の取り扱いについて                                          

（１） 要介護認定にかかわる調査内容、介護認定審査会による判定結果、意見

及び主治医意見書の情報を関係者に提示すること。 

（２） サービス提供において、医療上緊急の必要性がある場合には、医療機関

等に対して必要な情報を提供すること。 

（３） サービス担当者会議等において、関係者に提示すること。 
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（４） 担当する地域包括支援センター又は居宅介護支援事業所及び利用してい

る居宅サービス事業者等との連携を図るため、必要な情報を提供すること。 

 以上に掲げる事項等で必要な時は、利用者及び利用者家族の個人情報を提供す

る事に同意をお願いいたします。 

 

８． 介護サービス情報の公表について  

  当事業所では介護サービス情報を公表しております。お客様が介護サービス事業

所・施設を比較・検討して適切に選ぶための情報を提供する仕組みです。 

  ホームぺージからいつでも閲覧できます。 

（北海道介護情報公表センターアドレス http：//www.kaigojoho-hokkaido.jp/） 

  お問い合わせ先（北海道介護情報公表センター 電話 011－218－7516） 
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９．苦情・相談窓口について  
 （１）相談・苦情対応の体制及び手順について  

 ①提供したサービスに係る利用者様及びご家族からの相談及び苦情を受け付け

るための窓口を設置します。（下記に記す【事業者の窓口】のとおり）  

 ②相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は社会福祉法人

中標津町社会福祉協議会の「福祉サービスなどに関する苦情解決要綱」に基づ

き以下のとおりとします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解決結果の公表

苦情解決の記録、報告

苦情解決に向けての話し合い

苦情受付の報告・確認

苦情の受付
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【当事業所の窓口】  

○苦情受付担当者  

  訪問入浴介護事業  

主任 福澤 さゆり  

 

 

 

 

○第三者委員  

  小崎 千城  

 

  小田 一夫  

 

社会福祉法人中標津町社会福祉協議会  

（所在地）中標津町西 10 条南 9 丁目 1 番地４  

（電話番号）0153-79-1231 

（受付時間）土日祝日及び 12 月 31 日～1 月 5

日までを除く 8 時 30 分～17 時 15 分  

 

 

 

（住  所）中標津町西 2 条南 4 丁目 1 番地  

（電話番号）0153-72-1115 

（住  所）中標津町西７条北 9 丁目 5 番地 1 

（電話番号）0153-72-4623 

【市町村（保険者）の窓口】  

○中標津町役場  

 介護保険課担当窓口  

 

 

（所  在  地）中標津町丸山 2 丁目 11 番地  

（電話番号）0153-73-3111 

（受付時間）土日祝日及び 12 月 31 日～1 月 5

日までを除く 8 時 30 分～17 時 15 分  

 

【公的団体の窓口】  

○北海道国民健康保険団体連合会  

 介護保険苦情窓口  

 

 

 

○北海道福祉サービス適正委員会  

 

 

（所  在  地）札幌市中央区南 2 条西 14 丁目  

（電話番号）011-231-5175 

（受付時間）月～金 9 時 00 分～17 時 00 分  

 

 

（所  在  地）札幌市中央区北 2 条西 7 丁目  

かでる２．７  

（電話番号）011-204-6310 

（受付時間）月～金 9 時 00 分～17 時 00 分  
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令和  年  月  日  

 

指定介護予防訪問入浴サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説

明を行いました。  

 

中標津町社協ケアサービスセンター  

訪問入浴介護事業所      説明者  氏名          印  

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定介護予防訪問入浴

サービスの提供開始に同意しました。  

                                      

利用者  住 所 標津郡中標津町               

           

          氏 名                  印 

 

     署 名  利用者との関係 

     代理人 

          住 所                       

 

          氏 名                  印 

 

     家 族  利用者との関係 

     代 表 

          住 所                       

 

          氏 名                  印 
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